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事業評価票（情報システム関係予算）

1 情報システム基盤（戦略政策情報推進本部） 運 用 開 始 平成 10 年度

システム概要
・全庁職員の業務遂行を強力に支援することを目的として、東京都高度情報化推進システム（Ｔ
　ＡＩＭＳ）、内部認証システム、データ通信ネットワーク及び中央コンピュータ室を情報シス
  テム基盤と位置付け、一体的な運用、再構築を行う。

課題・問題点

・平成24年度に策定した「システム基盤再構築基本構想」に沿って円滑に進捗しており、当初設
　定していた目標を概ね達成しているが、国が求める新たなセキュリティ対策の実施や働き方改
　革に対応するため、ＴＡＩＭＳ端末仮想化を含む次期更改が必要である。
・情報システム基盤上は多くの業務システムが運用されており、一層の安定稼動が求められる。

見 積 概 要
（局評価）

・情報システム基盤を構成する各システムの運用経費を計上する。
・機器更新及び、国が求める自治体情報セキュリティ強靭性向上モデルや働き
　方改革に対応した端末仮想化を含む次期システム構築費を計上する。
・庁舎改修に伴う第二本庁舎中央コンピュータ室整備等の経費を計上する。
【平成31年度見積事項】
　運用経費、端末仮想化を含む次期更改に向けた設計構築費、庁舎改修対応費

拡大
充実

見直し
再構築

移管
終了

その他

31年度見積額

14,716,185  千円

30年度予算額

6,600,577   千円

情報通信企画部
評　　　価

・現行システム基盤の運用経費については、実績に基づいて積算されており妥
  当である。
・端末仮想化等次期更改に向けた設計構築費については、一部機器について構
  成や必要経費について見直しを要する。
・その他の経費については、必要な作業内容を具体的に特定して積算されてお
  り妥当である。

拡大
充実

見直し
再構築

移管
終了

その他

31年度所要額

14,603,183  千円

財 務 局 評 価 ・上記評価に同じ。

拡大
充実

見直し
再構築

移管
終了

その他

31年度予算額

14,603,183  千円

データセンター（戦略政策情報推進本部） 運 用 開 始 平成 13 年度

システム概要
・ＴＡＩＭＳネットワークとインターネットの接続点として、都庁内及びインターネットの双方
  から利用を可能とするサービスを提供している。また、各局個別ホームページの運用環境や各
  局所管のシステムを運用するための環境等を提供している。

課題・問題点
・庁内からのインターネット利用や各局ホームページを通じた都民への情報発信のため、高度な
  セキュリティ水準を確保しつつ、安定的な稼働を行うことが求められる。
・平成31年度の機器更新に際して、最適な調達を行う必要がある。

見 積 概 要
（局評価）

・インターネット接続、ホームページ公開に必要な環境提供、各種サーバ等の
  運用に係る経費を計上する。
・各種セキュリティ対策に要する経費を計上する。
・機器更改作業に係る経費を計上する。
・新機器の賃借料を計上する。
【平成31年度見積事項】
　データセンター環境及びサービス提供経費、セキュリティ対策経費、機器更
　改作業経費、機器賃借料等

拡大
充実

見直し
再構築

移管
終了

その他

31年度見積額

565,763     千円

30年度予算額

356,239     千円

情報通信企画部
評　　　価

・データセンター環境及びサービス提供経費並びにセキュリティ対策経費につ
  いては、実績に基づく精査がなされており妥当である。
・機器更改作業経費及び更改後の機器賃借料については、更改後のデータセン
  ターで必要となる機器及び導入作業内容を具体的に特定した上で積算されて
  おり妥当である。

拡大
充実

見直し
再構築

移管
終了

その他

31年度所要額

565,763     千円

財 務 局 評 価 ・上記評価に同じ。

拡大
充実

見直し
再構築

移管
終了

その他

31年度予算額

565,763     千円



事業評価票（情報システム関係予算）

3 公文書館情報検索システム（総務局公文書館） 運 用 開 始 平成 24 年度

システム概要
・公文書館検索システムは、利用者サービスの向上のため、インターネット上で当館所蔵資料・
　公文書等の件名情報の検索が可能なシステムである。

課題・問題点

・検索結果は、件名情報等テキスト情報のみであり、当該文書を閲覧するには来館する必要があ
　る。
・デジタルアーカイブの導入等により都民共通財産として歴史的価値のある資料の劣化防止とと
　もにに利用者の利便性の向上を図るため、精度の高いデジタル化を行い利用者の拡大を図る必
　要がある。

見 積 概 要
（局評価）

・インターネット接続、各種サーバ等の運用に係る経費を計上する。
・新館移転に伴う機器移設及びセキュリティ対策等を計上する。
・デジタルアーカイブシステムの構築経費を計上する。

【平成31年度見積事項】
　運用経費、機器賃借経費、移設経費、ＷＡＦ導入費、内部認証設定費及びイ
　ンターネット分離対応費、追加構築経費等

千円

30年度予算額

13,437      千円

拡大
充実

見直し
再構築

移管
終了

その他

31年度見積額

51,365      

情報通信企画部
評　　　価

・運用経費、機器賃借経費、新館移転に伴う機器移設及びセキュリティ対策経
　費は、必要性が認められ、積算内容も妥当である。
・デジタルアーカイブシステム構築経費については、公文書等の利用促進など
　必要性は認められるが、より低額なクラウドサービスの利用など、構築手法
　の見直しを前提とした調整を行った。

拡大
充実

見直し
再構築

移管
終了

その他

31年度所要額

43,960      千円

財 務 局 評 価 ・上記評価に同じ。

拡大
充実

見直し
再構築

移管
終了

その他

31年度予算額

43,960      千円

4 庶務事務システム（総務局人事部） 運 用 開 始 平成 18 年度

システム概要
・職員の休暇及び職免等、旅行命令及び旅費請求等の手続、休暇等日数管理及び旅費支出事務を
　支援するシステムである。

課題・問題点
・制度改正に迅速に対応していくとともに、休暇、旅費事務の効率化に向け、円滑なシステム運
　用体制を整える必要がある。

見 積 概 要
（局評価）

・制度改正への対応経費を計上する。
・その他、システム運用に係る所要の経費を計上する。

【平成31年度見積事項】
　機器賃借経費、運用経費、制度改正対応経費

拡大
充実

見直し
再構築

移管
終了

その他

31年度見積額

312,787     千円

30年度予算額

263,665     千円

情報通信企画部
評　　　価

・運用経費は、運用実績に基づき積算されており妥当である。
・機器賃借経費についても、契約実績に基づき積算されており妥当である。
・制度改正対応経費については、作業効率化を図ることとし工数の見直しを要
　する。

拡大
充実

見直し
再構築

移管
終了

その他

31年度所要額

304,243     千円

財 務 局 評 価 ・上記評価に同じ。

拡大
充実

見直し
再構築

移管
終了

その他

31年度予算額

304,243     千円



年度

千円

30年度予算額

31年度見積額

・知事部局等職員の人事履歴や昇給、異動等を管理する人事管理事務や、人事情報を基にした給
　与支給事務などの業務を支援するシステムである。

・各局で行う人事管理事務への適切な支援と制度に対応したシステム管理により、正確な人事履
　歴管理を行うとともに、正確な給与、退職手当支給を行う必要がある。

・運用実績等を踏まえた積算を行うなど、所要の見直しを行って運用経費を計
　上する。
・想定される制度改正への対応経費を計上する。

【平成31年度見積事項】
　機器賃借経費、運用経費、人事制度改正対応経費

630,526     

602,873     

見直し
再構築

その他

千円

移管
終了

その他

千円

拡大
充実

拡大
充実

見直し
再構築

システム概要

課題・問題点

見 積 概 要
（局評価）

拡大
充実

移管
終了

31年度見積額
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・都職員約47,000人（教員、警視庁職員、東京消防庁職員を除く）について、人事考課、人材育
　成、配置管理業務等を支援するシステムである。

・各局で行う人事考課、人材育成、配置管理業務について、正確かつ適切に支援するとともに、
  運用経費の増加を招かないよう、効率的かつ適正にシステムを運用する必要がある。

・システム運用体制及び作業内容等、所要の見直しを行って運用経費を計上す
　る。
・人事制度改正に係るシステム改修経費を計上する。

【平成31年度見積事項】
　機器賃借経費、運用経費、システム改修経費

198,261     

192,661     

平成東京都e-人事システム（総務局人事部）

財 務 局 評 価

情報通信企画部
評　　　価

・機器賃借経費及び運用経費については、必要な精査を行っており、妥当であ
　る。
・システム改修経費については、想定される改正項目の精査を行っており妥当
　である。

拡大
充実

見直し
再構築

移管
終了

その他

31年度所要額

198,261     

・上記評価に同じ。

千円

移管
終了

その他

31年度予算額

198,261     

千円

システム概要

課題・問題点

見 積 概 要
（局評価）

拡大
充実

見直し
再構築

移管
終了

その他

千円

30年度予算額

千円

見直し
再構築

事業評価票（情報システム関係予算）

5 運 用 開 始 平成 年度人事・給与等システム（総務局人事部） 21

見直し
再構築

財 務 局 評 価

31年度所要額

630,526     

6 運 用 開 始

630,526     

その他
移管
終了

千円

・上記評価に同じ。
31年度予算額

情報通信企画部
評　　　価

・機器賃借経費については、契約実績に基づき積算されており、妥当である。
・運用経費についても、作業実績に基づく見直しにより経費の圧縮を行うなど
　精査して積算されており、妥当である。
・人事制度改正対応経費については、想定される改正項目の精査を行っており
　妥当であるが、運用経費に比して比較的高額の改修経費が発生していること
　から、引き続き作業内容の精査など、一層の経費節減に努められたい。

拡大
充実



・上記評価に同じ。

31年度所要額

117,749     

・直近で機能改善的な改修を行う必要性は認められないため、サイバーセキュ
  リティ事案等の突発的な対応に相当する改修費のみ妥当とし、機能改善部分
  は調整減とした。
・本システムは東京都災害情報システムと関連が深いため、同システムの再構
　築過程において、データセンター委託契約のあり方も含めた本システムに対
　する根本的な検証が必要である。

拡大
充実

見直し
再構築

千円

31年度予算額

117,749     

その他
移管
終了

移管
終了

その他

千円

・防災ホームページに都民等へ向けた緊急情報等を表示することを目的とし
　て、他システムから緊急情報等をリアルタイムに取得するための改修経費を
　計上する。
・防災ホームページの自動翻訳機能に係る経費を計上する。
・高齢者や障害者を含めた誰もがホームページの情報に容易にアクセス可能と
　なるための改善対応経費を計上する。
・その他、システム運用に係る所要の経費を計上する。
【平成31年度見積事項】
　運用経費、システム改修経費

拡大
充実

見直し
再構築

拡大
充実

移管
終了

見直し
再構築

その他

137,538     

30年度予算額

127,366     

31年度見積額

千円

事業評価票（情報システム関係予算）

7 東京都災害情報提供システム（総務局総合防災部） 運 用 開 始 平成 19 年度

財 務 局 評 価

千円

情報通信企画部
評　　　価

システム概要
・東京都災害情報提供システムは、都の防災対策に関する情報を掲載した防災ホームページ及び
　地図上に避難所等の情報をプロットした防災マップを通じて、平時及び災害時に都民への情報
　提供を行うシステムである。

課題・問題点

・災害発生時もしくは災害発生が予測される状況において、これまで以上に都民等へ情報提供を
　行い、避難を促す等、被害を食い止める必要がある。
・外国人、高齢者及び障害者を含めた誰もが必要な情報にアクセスできる環境を、これまで以上
　に整備する必要がある。

見 積 概 要
（局評価）

年度

システム概要
・入札情報、資格審査、電子入札、契約事務の各機能からなる調達業務を支援するシステムであ
　る。平成22年度から公営企業局で運用する同様のシステムと統合した新システムを再構築し、
　25年１月から全面的に新システムへ移行した。

課題・問題点 ・経営事項審査基準の改正や東京都契約制度改正に対応するためのシステム改修が必要である。

8 電子調達システム（財務局経理部） 運 用 開 始 平成 13

見 積 概 要
（局評価）

・調達事務が滞ることがないよう確実で安全な運用を行う。
・システムの稼動状況を詳細に監視し、更なる品質向上及び安定稼動に向けて
  システム及び運用の改善を行う。
・制度改正等に対応させるため、システム改修等の対応を行う。また、公営企
　業局における制度改正や事務処理変更についても、一次窓口として財務局が
  対応する。
【平成31年度見積事項】
　制度改正等対応に伴う改修経費、運用経費、機器賃借経費、Ｗｅｂサーバ保
　守経費、経営事項審査等データ利用料、回線使用料、コアシステム保守料等

拡大
充実

見直し
再構築

移管
終了

その他

31年度見積額

528,139     千円

30年度予算額

461,382     千円

情報通信企画部
評　　　価

・制度改正等対応に伴う改修経費については、改修項目が特定され、具体化さ
  れた改修内容に基づき積算されており妥当である。
・運用経費については、運用実績に基づいた精査を行った結果に基づき積算さ
  れており妥当である。
・機器賃借経費等その他の経費についても、具体的な根拠に基づき積算されて
  おり妥当である。

拡大
充実

見直し
再構築

移管
終了

その他

31年度所要額

528,139     千円

財 務 局 評 価 ・上記評価に同じ。

拡大
充実

見直し
再構築

移管
終了

その他

31年度予算額

528,139     千円



事業評価票（情報システム関係予算）

9 予算計数情報システム（財務局主計部） 運 用 開 始 平成 17 年度

30年度予算額

9,779,520   千円

システム概要
・局の見積書の作成から最終的に議会に提出する議案や予算説明書の作成までのサポートを行う
　システムであり、平成27年度より長期継続契約にて運用してきた機器が、31年度末をもってリ
　ース期間を終了するため、32年度から新たな機器による運用を開始する。

課題・問題点

・平成32年度から新たな機器による運用を実施するにあたり、ＯＳの移行やシステム仮想化を踏
　まえたプログラム改修作業や影響範囲の特定、そして、プログラム改修経費や機器調達経費の
　増加などについて検討する必要がある。
・プログラム改修に伴い、改修作業用のファシリティを確保する必要がある。

見直し
再構築

移管
終了

その他

31年度見積額

5,719,288   千円

見 積 概 要
（局評価）

・平成31年度のプログラム改修・新機器リースに係る契約に向け、30年度に実
　施中の要件定義・次期機器構成案の検討、プログラム改修に係る影響調査、
　機器更新基本計画作成の成果を踏まえながら、適正な価格となるよう、経費
　の縮減に向けた取組を行っていく。

【平成31年度見積事項】
　機器更改に係るプログラム改修等の委託、機器経費、プログラム改修ファシ
　リティ費用

拡大
充実

情報通信企画部
評　　　価

・システム運営の適正化を進めるために必要な支援委託に係る経費を増調整し
　た。
・システム改修経費と運用経費については、内容を精査し一部減額調整を行っ
  た。
・経費全般について、今年度実施している調査委託の結果に基づき、調達まで
  に現状の課題整理に基づく対策と見直しを行うこと。

拡大
充実

見直し
再構築

移管
終了

その他

31年度所要額

5,679,379   千円

財 務 局 評 価

・上記評価に加え、システム改修経費と運用経費について、内容を精査し一部
　減額調整を行った。
・システムの今後の方向性を検討する調査においては、現行システムの課題等
　を様々な視点から分析した上で、費用対効果を踏まえつつ、必要な機能等を
　精査していく必要がある。

拡大
充実

見直し
再構築

移管
終了

その他

見直し
再構築

移管
終了

その他

31年度見積額

283,756     千円

30年度予算額

124,312     千円

情報通信企画部
評　　　価

・機器更改に係るプログラム改修等の委託経費については、改修範囲の精査や
  既存資産の活用を考慮して精査されており妥当である。
・機器経費については、機器構成は概ね次期システムで必要とする要件に基づ
  いたスペックとなっているが、機器導入費用について更なる精査が必要であ
  る。

拡大
充実

見直し
再構築

移管
終了

その他

31年度所要額

282,455     千円

財 務 局 評 価 ・上記評価に同じ。

拡大
充実

見直し
再構築

移管
終了

その他

31年度予算額

282,455     千円

31年度予算額

5,668,366   千円

年度

システム概要
・都税について、課税から収入管理・滞納整理まで一貫した処理を実現するとともに、多くの外
  部機関とのデータ連携を実現するシステムである。

課題・問題点
・税制改正、社会保障・税番号利用等に対応するために必要なシステム改修経費を見込む必要が
  ある。

10 税務総合支援システム（主税局税制部） 運 用 開 始 平成 17

見 積 概 要
（局評価）

・機器の調達をオンサイトアウトソーシング（運用管理と機器提供を一括で調
  達）により委託し、当該システムの安定稼働を図るための経費を計上する。
・税制改正等対応、納税者サービスの向上に資するシステム改修を行うための
  経費を計上する。

【効果】納税者サービスの向上と税務事務の効率化、システムの安定稼働

拡大
充実



事業評価票（情報システム関係予算）

年度

システム概要
・一般社団法人地方税電子化協議会が運営・提供する地方税ポータルシステム（eLTAX）を利用し
  た納税者からの電子申告を処理するシステムである。
・平成23年１月から所得税申告データの連携機能（国税連携機能）を追加した。

課題・問題点
・一般社団法人地方税電子化協議会が実施する次期eLTAX更改（平成31年度）及び地方共通納税シ
  ステム等の導入に対応していく必要がある。
・税制改正等を想定したシステム改修経費を見込む必要がある。

11 電子申告システム（主税局税制部） 運 用 開 始 平成 17

見 積 概 要
（局評価）

・オンサイトアウトソーシング（運用管理と機器提供を一括で調達）により委
　託し、当該システムの安定稼働を図るための経費を計上する。
・次期eLTAX更改に伴い必要となる電子申告サーバ等の機器更改に関する費用
　のうち、平成31年度に実施するシステム構築等に要する経費を計上する。
・電子申告及び国税連携機能に係るシステム改修等により、システム効用の向
　上に取り組む。

【効果】納税者サービスの向上と税務事務の効率化、システムの安定稼働

拡大
充実

見直し
再構築

移管
終了

その他

31年度見積額

740,313     千円

30年度予算額

602,700     千円

情報通信企画部
評　　　価

・明確な減額余地は認められないため特段の調整は行わないが、システム改修
　内容については、調達時までに、作業内容及び工数等について再度精査し、
　要件の精緻化を行うこと。

拡大
充実

見直し
再構築

移管
終了

その他

31年度所要額

740,313     千円

財 務 局 評 価 ・上記評価に同じ。

拡大
充実

見直し
再構築

移管
終了

その他

31年度予算額

740,313     千円

運 用 開 始 平成 32 年度

システム概要
・気象情報、ライフライン情報、事件・事故情報等の集約・モニタリングにより異常発生を早期
　に検知するとともに、多数の関係者から寄せられる情報を一元的に集約し、リアルタイムでの
　情報共有及び進捗管理を行うためのシステムである。

12
都市オペレーションデータベース・ネットワーク
（オリンピック・パラリンピック準備局計画推進部）

課題・問題点
・大会時に一時的に利用するシステムのため、開発にあたっては費用対効果を見極める必要があ
　るとともに、大会後のレガシーについても検討する必要がある。
・短期間での開発となることから、スケジュール管理を徹底する必要がある。

見 積 概 要
（局評価）

・大会時、都市機能や大会運営に影響を及ぼす情報等を把握し、対応方針やオ
　ペレーションの進捗状況を関係者間で共有するための情報集約・管理システ
　ムの開発費を計上する。
・開発により費用が生じるものの、
　システム化を行わない場合の事
　務費・人件費が削減されること
　から、開発前に比べ13.6億円の
　コスト削減が可能である。

拡大
充実

見直し
再構築

移管
終了

その他

31年度見積額

400,936     千円

30年度予算額

-           千円

情報通信企画部
評　　　価

・現時点で都市オペレーションに関する業務に必要と想定される機器・機能に
  基づいて積算されており、妥当である。
・ただし、都市オペレーションに関する業務要件に変更が加わる可能性がある
　ことから、執行時において精査を要する。

拡大
充実

見直し
再構築

移管
終了

その他

31年度所要額

400,936     千円

財 務 局 評 価 ・上記評価に同じ。

拡大
充実

見直し
再構築

移管
終了

その他

31年度予算額

400,936     千円

比較項目 システム化無 システム化有

985人 671人

　本部：202人 　本部：147人

　支部：33人 　支部：24人

　会場周辺：750人 　会場周辺：500人

42.3億円 28.7億円

　本部：8.7億円 　本部：6.3億円

　支部：1.4億円 　支部：1.0億円

　会場周辺：32.2億円 　会場周辺：21.4億円

①人員規模（ポスト数）
※交代要員を含まない

②人件費（2020年4～9月）
（平均給与）

4,287千円／人・6月
※オリパラ準備局計画推進部Ｈ30実績



事業評価票（情報システム関係予算）

14 マンション管理状況届出システム（住宅政策本部） 運 用 開 始 平成 31 年度

システム概要

年度

システム概要
・都市オペレーションセンターにおいて、警視庁にて設置するカメラネットワークにより提供さ
　れるカメラ映像や群集解析結果を用いて、ラストマイルにおける観客の流動管理（群衆事故の
　防止や異常発生時の状況把握）を行うためのネットワークである。

課題・問題点
・警視庁が構築するカメラネットワークへは、閉域ネットワーク（広域イーサネット）での接続
　が求められている。

13
ラストマイルカメラネットワーク
（オリンピック・パラリンピック準備局計画推進部）

運 用 開 始 平成 32

見 積 概 要
（局評価）

・大会時、警視庁がラストマイルに設置するセキュリティカメラの映像を都市
　オペレーションセンターの職員が参照し、観客輸送やボランティア配置のオ
　ペレーションを行うためのネットワーク開発経費を計上する。
・開発により費用が生じるものの、
　システム化を行わない場合の事
　務費・人件費が削減されること
　から、開発前に比べ22.9億円の
　コスト削減が可能である。

拡大
充実

見直し
再構築

移管
終了

その他

31年度見積額

77,790      千円

30年度予算額

-           千円

情報通信企画部
評　　　価

・ネットワーク開発費用（設計・構築・回線）について、具体的な性能要件や
  回線敷設場所等の情報に基づいて積算されており妥当である。

拡大
充実

見直し
再構築

移管
終了

その他

31年度所要額

77,790      千円

財 務 局 評 価 ・上記評価に同じ。

拡大
充実

見直し
再構築

移管
終了

その他

31年度予算額

77,790      千円

・管理組合等によるマンションの管理状況等の届出をオンラインで受け付け、届出内容について
　都及び区市町村が照会し、管理組合等に対する効果的な支援等を行うことができるシステムを
　構築する。

課題・問題点
・管理状況届出制度の実施に当たっては、都及び区市町村のマンションの管理情報等の閲覧機能
　に加え、管理組合等の届出の利便性を高めるため、オンラインからの届出に対応できるよう、
　システムを構築する必要がある。

見 積 概 要
（局評価）

・オンラインでの届出により、届出者の利便性を高めるとともに、区市町村の
  届出受理事務の負担軽減や管理組合等に対する効果的な支援等に活用するた
  め、システム開発費を計上する。
・開発経費は、システムの設計やプログラム製造、データ移行等に必要な経費
  を計上する。

【平成31年度見積事項】
　設計・開発経費、機器賃借経費

拡大
充実

見直し
再構築

移管
終了

その他

31年度見積額

60,105      千円

30年度予算額

-           千円

情報通信企画部
評　　　価

・開発経費については、現時点で明らかとなっている管理状況等の届出制度で
  必要となる要件を具体化した上で積算されており妥当である。
・新規のシステムであり、今後、業務要件等の追加・変更が生じる可能性があ
  ることから、執行時に精査を要する。

拡大
充実

見直し
再構築

移管
終了

その他

31年度所要額

60,105      千円

財 務 局 評 価 ・上記評価に同じ。

拡大
充実

見直し
再構築

移管
終了

その他

31年度予算額

60,105      千円

比較項目 システム化無 システム化有

1,235人 701人

　本部：202人 　本部：173人

　支部：33人 　支部：28人

　会場周辺：1,000人 　会場周辺：500人

52.9億円 30.0億円

　本部：8.7億人 　本部：7.4億円

　支部：1.4億円 　支部：1.2億円

　会場周辺：42.8億円 　会場周辺：21.4億円

②人件費（2020年4～9月）
（平均給与）

4,287千円／人・6月
※オリパラ準備局計画推進部Ｈ30実績

①人員規模（ポスト数）
※交代要員を含まない



事業評価票（情報システム関係予算）

年度

システム概要
・都営住宅等への入居申込から退去まで、一連の情報を登録し、居住者管理、使用料収納管理、
　使用料滞納管理、駐車場管理等のデータ抽出、アウトプット等を自動的に行い、適切な居住者
　管理を提供するためのシステムである。

課題・問題点
・平成31年５月１日に新元号が施行されるため、30年度にシステム改修を行う予定である。31年
　度は、正しく新元号が印字されるか運用テストを行う必要がある。

15 都営住宅管理総合システム（住宅政策本部） 運 用 開 始 平成 14

見 積 概 要
（局評価）

・改元対応の運用テストなど都営住宅の管理運営に必要となる所要の費用を計
  上する。
・その他、システム運用に係る所要の経費を計上する。

【平成31年度見積事項】
　運用経費、機器貸借経費、システム改修経費等

拡大
充実

見直し
再構築

移管
終了

その他

31年度見積額

315,860     千円

30年度予算額

320,330     千円

情報通信企画部
評　　　価

・改元対応等システム改修経費については、改修内容を具体的に特定した上で
  積算されており妥当である。
・運用経費については、運用実績に基づき委託内容を精査の上積算されており
  妥当である。
・機器賃借については、契約実績に基づき積算されており妥当である。

拡大
充実

見直し
再構築

移管
終了

その他

31年度所要額

315,860     千円

財 務 局 評 価 ・上記評価に同じ。

拡大
充実

見直し
再構築

移管
終了

その他

31年度予算額

315,860     千円

運 用 開 始 平成 26 年度

システム概要
・地球温暖化対策を推進するため、関連情報システムを運用することで業務管理を実現するとと
　もに、事業者からの申請内容等の管理・公表等を行うためのシステムである。

16
地球温暖化対策に係る関連情報システム
（環境局地球環境エネルギー部、環境改善部）

課題・問題点

・「地球温暖化対策報告書システム」、「都市地球環境システム」及び「総量削減義務と排出量
　取引システム」については、制度改正に併せて、既存システムの見直しを図る必要がある。
・「自動車環境管理システム」については、システムサーバのセキュリティ対策を至急実施する
　必要がある。
・環境ＬＡＮ廃止に伴い、セキュリティ対策を考慮したネットワークの構築が必要である。

見 積 概 要
（局評価）

・既存システムに対して改修を行った場合及び新規システムを構築した場合の
　費用について調査を行い、比較検討を行った。その結果、「都市地球環境シ
　ステム」及び「総量削減義務と排出量取引システム」とも、既存システムに
　対して改修を行うことが妥当であると確認できたため、システム改修費を計
　上する。
・環境ＬＡＮ廃止に伴い、各システムで使用するネットワークの経済的かつ効
　率的な運用を精査し、必要な予算を計上する。
・所要の改修を実施することで、これを再構築することに比べ、約1.5億円の
　費用を削減することができ、コスト縮減に努めた。

拡大
充実

見直し
再構築

移管
終了

その他

31年度見積額

395,072     千円

30年度予算額

139,389     千円

情報通信企画部
評　　　価

・「地球温暖化対策報告書システム」、「総量削減義務と排出量取引システ
　ム」、「都市地球環境システム」ともに制度改正に伴う改修の為、必要性に
  ついては認められる。しかし、作業内容や見積工数について今後更なる詳細
  化が必要である。
・システム運用保守については、適切な工数・単価に基づき積算されており、
　妥当である。

拡大
充実

見直し
再構築

移管
終了

その他

31年度所要額

395,072     千円

財 務 局 評 価
・上記評価に同じ。
・加えて、システム改修経費について、内容を精査し一部減額調整を行った。

拡大
充実

見直し
再構築

移管
終了

その他

31年度予算額

392,622     千円



システム概要
・本システムは、都の実施する多種多様な医療費助成制度における受給者認定登録、受給者情報
　管理、医療費の支払い、支払情報管理及び医療費の高額療養費調整等をシステム化し、各医療
　費助成制度の円滑かつ適正な運用を行っている局基幹大規模システムである。

課題・問題点

18

・本システムは、受給者情報及び医療費助成支払情報等を適正に管理運用することによって、都
　が実施している多種多様な医療費助成制度の円滑な運用に貢献している。一方、医療保険制度
　や医療費助成制度の改正等により、毎年システム改修が必要となっており、平成31年度も改修
　を行う必要がある。

見 積 概 要
（局評価）

・システム稼動以降、法や各種医療制度の改正に対応するシステム改修を重ね
　てきたが、平成29年度からの２か年でシステム再構築を行い、31年１月から
　新システムの利用開始予定である。
・平成31年度見積では、新システム開発終了により規模縮小の上、運用基礎経
　費、新たな制度改正に対応する改修について、所要経費を計上する。
【平成31年度見積事項】
　運用経費（電算処理委託、パンチ委託、金融機関データ作成委託）、システ
　ム改修経費

拡大
充実

見直し
再構築

移管
終了

その他

31年度見積額

448,665     千円

30年度予算額

事業評価票（情報システム関係予算）

17 医療費助成事務システム（福祉保健局保健政策部） 運 用 開 始 平成 18 年度

503,234     千円

情報通信企画部
評　　　価

・制度改正に基づいた改修であり必要性は認められる。
・積算内訳の粒度が粗く、現段階では作業工程ごとの精査を行うことが困難で
  あるため、執行時に向けて更なる詳細化が必要である。

拡大
充実

見直し
再構築

移管
終了

その他

31年度所要額

448,665     千円

財 務 局 評 価 ・上記評価に同じ。

拡大
充実

見直し
再構築

移管
終了

その他

31年度予算額

448,665     千円

都立児童自立支援施設システム（福祉保健局少子社会対策部） 運 用 開 始 平成 31 年度

システム概要
・都立児童自立支援施設（誠明学園及び萩山実務学校）の入退所児童の情報や各種記録等に関す
　る情報システムを新たに導入する。

課題・問題点

・萩山実務学校では手書き・Wordで作成、誠明学園では過去に職員が作成したAccessによる情報
  管理のため、以下のような課題がある。
　○ 寮間、施設全体での情報共有が図ることが困難・データベースとしての利用ができない
　○ 得られた情報を統計的に処理し、支援の向上につなげることができない

見 積 概 要
（局評価）

・入退所児童の情報や育成の記録等のデータについて、入力、検索、閲覧及び
　集計等をシステム化することにより、円滑な情報共有と事務の効率化を図
  る。
・平成31年度見積では、システム開発及び運用に係る経費を計上する。
　
【平成31年度見積事項】
　システム開発経費、運用経費

拡大
充実

見直し
再構築

移管
終了

その他

31年度見積額

8,993       千円

30年度予算額

-           千円

情報通信企画部
評　　　価

・現状の課題に基づいた要求内容となっているため、必要性は認められる。
・適切な工数・単価に基づき積算されており、妥当である。

拡大
充実

見直し
再構築

移管
終了

その他

31年度所要額

8,993       千円

財 務 局 評 価 ・上記評価に同じ。

拡大
充実

見直し
再構築

移管
終了

その他

31年度予算額

8,993       千円



財 務 局 評 価 ・上記評価に同じ。

拡大
充実

見直し
再構築

移管
終了

その他

31年度予算額

195,899     千円

情報通信企画部
評　　　価

・運用経費については、運用実績に基づいた精査を行った結果に基づき積算さ
　れており妥当である。
・機器賃借経費等その他の経費についても、具体的な根拠に基づき積算されて
　おり妥当である。

拡大
充実

見直し
再構築

移管
終了

その他

31年度所要額

195,899     千円

システム概要
・各病院の情報共有ネットワーク（院内ＬＡＮ）をデータセンタに集約して一元管理し、都立病
　院全体として運用体制の構築を可能にすることで、情報セキュリティ（アンチウイルス適用、
　ファイルサーバ整備）や情報の共有化（グループウェア）を実現するシステムである。

課題・問題点

・本システムは平成25年度及び30年度に機器更新及びセキュリティ強化等の機能追加を実施し
　た。
・各病院の臨床研究支援及び事務業務の円滑な実施を支援するため、本システムを安定的に稼働
　させる必要がある。

見 積 概 要
（局評価）

・統合院内ＬＡＮの運用経費、機器リース経費及び通信回線回線費用を計上す
　る。
・研究データ用ファイルサーバの運用経費及び機器リース経費を計上する。
・都立病院庶務事務システムの運用経費及び機器リース経費を計上する。

拡大
充実

見直し
再構築

移管
終了

その他

31年度見積額

195,899     千円

30年度予算額

293,143     千円

年度

財 務 局 評 価 ・上記評価に同じ。

拡大
充実

見直し
再構築

移管
終了

その他

31年度予算額

3,491,164   千円

20 都立病院統合院内ＬＡＮシステム（病院経営本部サービス推進部） 運 用 開 始 平成 21

情報通信企画部
評　　　価

・運用経費については、運用実績に基づいた精査を行った結果に基づき積算さ
  れており妥当である。
・システム改修経費も現状の課題について適切な工数・単価に基づき積算され
  ており、妥当である。

拡大
充実

見直し
再構築

移管
終了

その他

31年度所要額

3,491,164   千円

システム概要
・診療情報等を電子データとして編集・管理するとともに、病院における医療事務の基本業務
　（患者受付、入院管理、診療会計、収納、保険請求、統計等）を効率的に行うためのシステム
　である。

課題・問題点
・開発した第三世代電子カルテシステムについて、各病院への導入を計画どおりに行う必要があ
　る。
・大塚病院大規模改修工事の進捗に合わせ、システム対応を迅速に行う必要がある。

見 積 概 要
（局評価）

・第三世代電子カルテシステムの広尾病院及び松沢病院への導入委託経費、機
　器リース経費、遠隔地データセンターの利用料及び通信回線費用を計上す
　る。
・現行電子カルテシステムの機器リース経費、運用経費、システム改修経費を
　計上する。
・大塚病院大規模改修工事に対応するためのネットワーク設計及びシステム移
　設経費、機器リース経費を計上する。

拡大
充実

見直し
再構築

移管
終了

その他

31年度見積額

3,491,164   千円

30年度予算額

3,940,161   千円

事業評価票（情報システム関係予算）

19 電子カルテシステム等（病院経営本部サービス推進部） 運 用 開 始 平成 15 年度



22

財 務 局 評 価 ・上記評価に同じ。

拡大
充実

見直し
再構築

移管
終了

その他

31年度予算額

269,048     千円

東京都財務会計システム（会計管理局管理部） 運 用 開 始 平成 18 年度

情報通信企画部
評　　　価

・平成30年度に行われた基本構想・基本設計委託を基にした詳細設計につい
  て、システム再構築の必要性は認められる。
・開発の範囲や内容について、十分な検討を行い、執行時点までに更なる精査
  が必要である。

拡大
充実

見直し
再構築

移管
終了

その他

31年度所要額

269,048     千円

システム概要
・洪水や高潮による被害を軽減するために、水防関係機関等に河川水位や雨量等、水防に関する
　情報を提供するシステムである。
・平成19年度からシステム再構築を行い、22年度に運用を開始した。

課題・問題点
・現行システムが稼動から10年を迎える平成32年度末を目途に、水防情報をより迅速かつ的確に
　提供できるよう、システムの再構築を実施する必要がある。
・都民の円滑な避難を確保するため、幅広い方々への情報提供が必要である。

見 積 概 要
（局評価）

・水防情報を迅速かつ的確に提供していくための機器賃借・運用経費を計上す
  る。
・現行システムの課題を抽出し、次期システム開発の範囲と内容を検討する経
  費を計上する。
・洪水予報河川等の追加に必要なシステム改修及び他機関の水位情報等を取得
　し、システム端末上で確認等を行うための改修経費を計上する。
【平成31年度見積事項】
　機器賃借経費、運用経費、システム再構築経費、システム改修経費

拡大
充実

見直し
再構築

移管
終了

その他

31年度見積額

269,048     千円

30年度予算額

271,581     千円

事業評価票（情報システム関係予算）

21 水防災総合情報システム（建設局河川部） 運 用 開 始 平成 22 年度

システム概要
・予算計数情報システム等との連携により、予算の執行管理や納入通知書の発行を行うととも
　に、複式情報を自動的に蓄積して財務諸表を作成するなど、会計情報を一元的に管理し予算執
　行及び決算調整事務を支援するシステムである。

課題・問題点

・ＯＳの変更が必要で大改修となる次々期システム更新（平成36年度）の準備を滞りなく行う必
　要がある。
・次期（平成31年度）の更新に向けて、円滑な移行のためのテスト等を的確に行う必要がある。
・事業別財務諸表の作成を支援する機能を追加する必要がある。

見 積 概 要
（局評価）

・次々期及び次期のシステム更新を確実に実施するための費用を計上するとと
　もに、現行システムの安全性・信頼性を引き続き確保するために必要な運用
　等に係る所要経費を計上する。

【平成31年度見積事項】
　システム更新経費、仕様改善経費（事業別財務諸表作成支援、オープンデー
　タ化対応等）、業務運用経費、データセンタ運用経費、業務運用場所移転経
　費等

拡大
充実

見直し
再構築

移管
終了

その他

31年度見積額

873,807     千円

30年度予算額

1,058,786   千円

情報通信企画部
評　　　価

・システム更新経費については、必要な作業を特定した上で積算されており妥
  当である。
・仕様改善経費のうち、オープンデータ化対応については改修内容の特定が不
　十分であり見直しを要する。
・その他業務運用経費等については、必要な機器・作業を特定した上で積算さ
　れており妥当である。

拡大
充実

見直し
再構築

移管
終了

その他

31年度所要額

810,911     千円

財 務 局 評 価 ・上記評価に同じ。

拡大
充実

見直し
再構築

移管
終了

その他

31年度予算額

810,911     千円



システム概要
・庁内において、共通的に使用する物品で比較的需要量の多いものを「用品」として取扱い、そ
  の用品を各部署の需要に応じて安価に、計画的、安定的かつ迅速に供給するため、用品の請求
  から支払いまでの一連の事務を支援するシステムである。

課題・問題点

見 積 概 要
（局評価）

・システム再構築について、テスト、研修及び機器リース等に必要な経費を計
  上する。
・現行システムの運用経費については、実績を踏まえて精査を行い、所要の経
　費を計上する。
・制度改正等直近の課題に迅速に対応していくために必要なシステム改修経費
　を計上する。

拡大
充実

見直し
再構築

移管
終了

その他

31年度見積額

・平成31年度から32年度に実施するシステム更新に向けた準備が必要となる。

見 積 概 要
（局評価）

・東京都用品システムを引き続き安定稼働・運用するため、上記課題対応のた
　めの所要経費を計上する。

【平成31年度見積事項】
　システム更新経費、システム運用経費等

拡大
充実

見直し
再構築

事業評価票（情報システム関係予算）

23 東京都用品システム（会計管理局管理部） 運 用 開 始 平成 11 年度

移管
終了

その他

31年度見積額

53,076      千円

30年度予算額

72,893      千円

情報通信企画部
評　　　価

・システム更新経費については、システム更新の要件が具体化された上で積算
　されており、概ね妥当であるが、一部経費については今後の検討により更な
　る削減の余地があり、執行時に精査が必要である。

拡大
充実

見直し
再構築

移管
終了

その他

31年度所要額

51,989      千円

財 務 局 評 価 ・上記評価に同じ。

拡大
充実

見直し
再構築

移管
終了

その他

31年度予算額

51,989      千円

年度

システム概要
・都立学校及び区市町村立小中学校の教職員約80,800人に係る人事及び給与に関する業務を支援
　するためのシステムである。
・平成20年度に人事システムと給与システムを統合し、現在の運用を開始した。

課題・問題点

・教職員人事給与システムは、旧人事・給与システムの稼働開始時からその構造が変わっていな
　いため、システムが旧式化、複雑化している。そのため、複雑なシステム構造を起因とする維
　持管理困難化・改修費用増加などの問題を抱えており、システムを再構築する必要がある。
・元号改定や会計年度任用職員制度導入への対応など直近の課題に対応するため、現行システム
　についても改修を行う必要がある。

24 教職員人事給与システム（教育庁人事部） 運 用 開 始 平成 20

1,038,915   千円

30年度予算額

1,056,101   千円

情報通信企画部
評　　　価

・システム再構築については、現状の課題について適切な工数・単価に基づき
  積算されており、妥当である。
・運用経費については、運用実績に基づいた精査を行った結果に基づき積算さ
  れており妥当である。

拡大
充実

見直し
再構築

移管
終了

その他

31年度所要額

1,038,915   千円

財 務 局 評 価 ・上記評価に同じ。

拡大
充実

見直し
再構築

移管
終了

その他

31年度予算額

1,038,915   千円



システム概要
・本システムは、運用開始から現在まで授業料等の債権管理及び徴収事務の補助を行っている。
・平成26年度から高等学校等就学支援金制度が開始し、所得制限を設け授業料を徴収している。
・就学支援金審査システムを導入し、適切な債権管理及び事務効率の向上を達成している。

課題・問題点

見 積 概 要
（局評価）

・都立通信制高校運営総合情報システムの開発を行う。
・通信制高校運営総合情報システム設計・開発委託経費を計上する。
・機器・ソフトウェアの借入れ・設置経費を計上する。
・データセンター及び回線費用を計上する。

拡大
充実

見直し
再構築

移管
終了

その他

31年度見積額

・マイナンバーを活用した就学支援金制度等の審査や、学び直し支援金、給付型奨学金等の機能
　を追加し機能向上を図っているが、学校で扱う徴収金には私費もあり、その業務の適正化が課
　題となっている。そのため、公費・私費を一元管理するシステムが必要である。
・各学校からの問合せ等に迅速に対応し、業務の効率化及び保護者等のサービス向上に努める必
　要がある。円滑で適正な授業料等徴収事務を推進するため、ヘルプデスクが必要である。

見 積 概 要
（局評価）

・就学支援金制度等の運用委託に伴う経費を計上する。
・授業料システムの改修に伴う経費を計上する。
・平成31年４月から学校徴収金管理機能の運用を開始するため、公費・私費を
　一元的に管理するためのシステム運用経費を計上する。
・Windows10対応関連経費を計上する。
・ヘルプデスク運用委託に伴う経費を計上する。
・就学支援金等申請書類管理の改善のための経費を計上する。
・その他経費については、所要の精査を行い計上する。

拡大
充実

見直し
再構築

事業評価票（情報システム関係予算）

25 都立学校授業料等徴収システム（教育庁都立学校教育部） 運 用 開 始 平成 17 年度

移管
終了

その他

31年度見積額

367,536     千円

30年度予算額

469,395     千円

情報通信企画部
評　　　価

・システム改修費については、現状の課題について適切な工数・単価に基づき
　積算されており、妥当である。
・運用経費については、運用実績に基づいた精査を行った結果に基づき積算さ
　れており妥当である。

拡大
充実

見直し
再構築

移管
終了

その他

31年度所要額

367,536     千円

財 務 局 評 価 ・上記評価に同じ。

拡大
充実

見直し
再構築

移管
終了

その他

31年度予算額

367,536     千円

年度

システム概要
・都立通信制高校の生徒が、時間や場所の制約を越えて学習できるようになることを目的とし、
　レポート提出や、学習状況の確認、質問・相談を行うことができる学習支援と、生徒の学習情
　報等を管理する校務支援の機能を持ったシステムである。

課題・問題点

・通信制高校は、全日制や定時制を中退した生徒や、不登校の経験がある生徒、基礎学力が十分
　に身に付いていない生徒など、多様な課題を抱える生徒が在籍するようになっており、学力や
　意欲の差が大きい。一方、都立通信制高校の学習は自学自習が基本であることに加え、定時制
　課程と併置されており時間と場所が限られることから、生徒一人ひとりに対しきめ細かく指導
　することが難しい。そのため、システムによる効果的な自学自習環境の構築が必要である。

26 都立通信制高校運営総合情報システム（教育庁都立学校教育部） 運 用 開 始 平成 31

99,967      千円

30年度予算額

-           千円

情報通信企画部
評　　　価

・インターネットの利用が日常的になっている中、進学を目指す生徒の多様な
　学習ニーズに応える必要があることから、必要性については認められる。
・積算内訳については機能毎に粒度の粗い工数が計上されている点が見られる
　ことから、執行時に向けて更なる詳細化及び進捗管理の徹底が必要である。

拡大
充実

見直し
再構築

移管
終了

その他

31年度所要額

99,967      千円

財 務 局 評 価 ・上記評価に同じ。

拡大
充実

見直し
再構築

移管
終了

その他

31年度予算額

99,967      千円


